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わが国が直面する人口減少に対処するためには，都市圏をコンパクト化し効率的な土地利用と交通体系

を実現していくための政策が必要である．しかし，都市圏をコンパクトに作り変えるには多年を要し，そ

の評価を行うためには動的な分析が必要とされている． 

そこで，本研究では動的な分析が可能なMetropolitan Activity Relocation Simulator（都市再配置モデル）

を新潟都市圏に適用し，都市をコンパクト化する政策を導入した際の評価をするためにシミュレーション

を行った．具体的には，公共交通（鉄道やバス）が通らない交通空白地帯の居住地を公共交通沿線に集約

させる政策「公共交通指向型開発（TOD政策）」を導入すると仮定した．その政策が基準年，10年後，20

年後に導入されるシナリオを設定し，政策の導入時期により交通行動と居住地選択行動にどのような変化

をするか分析．評価した．また，このモデルには国勢調査で集計されるゾーンあたり世帯収入や住宅費用

などの詳細データ（マイクロデータ）必要となり，各ゾーン単位における政策の評価を行った． 
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1. はじめに 

 

近年，わが国では首都圏をはじめとする大都市に人口

が集中し，地方の中小規模の都市において人口流出が加

速している．近い将来，人口流出の更なる加速により地

方都市の衰退が予想されることから，そのような事象を

防ぐ政策シナリオをいかに立案し，実施するかは重要な

課題となっている．特に，自家用車の普及増加による公

共交通機関の衰退や人口減少による未使用地などの増加

は，地方都市の更なる衰退に繋がる．この問題に対して，

国土交通省は交通政策基本法の中で「人口減少社会にあ

っても活力を維持していくためには，地域においては諸

機能が集約した拠点とこれを結ぶネットワークが整備さ

れたコンパクトシティを形成することが必要．」1)と述

べており，将来を見通した効率的な土地利用と交通体系

の実現に向けた政策の提示は，地方都市衰退を抑止する

ためにも必要不可欠であるとしている．しかし，都市に

おける土地利用と交通体系の見直しは多年を要し，その

都市の特徴を踏まえた政策シナリオを立案，評価する必

要があり，そのためには動的な分析が不可欠である． 

そこで，本研究では，公共交通機関が衰退し，人口減

少が加速されると予想されている新潟都市圏を対象とし，

ウィーン工科大学のGuenter EMBERGERらが開発した都

市．地域における立地と交通行動の関係を動的に推計が

可能であるMetropolitan Activity Relocation Simulator（都市再

配置モデル，以下，MARSモデル）を適用し，都市のコ

ンパクト化に関する政策を導入した際の評価をするため

にシミュレーションを行うことを目的とする．また，既

存のMARSモデルでは考慮出来ない，道路ネットワーク

の変化を考慮できるようにモデルを改良した上で，導入
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時期が異なる政策シナリオを設定した．その政策シナリ

オにより，ゾーン単位での交通行動と居住地選択行動に

どのような変化が起こりうるか分析し，都市のコンパク

ト化政策の評価を行うことを目的とする．なお，本研究

では，パーソントリップ調査（以下，PT調査）で用い

られるゾーン単位での詳細データ（マイクロデータ）を

用いることとする． 

 

2. 既存研究の整理 

 

交通・土地利用モデルを用いて，都市のコンパクト化

政策の評価を行っている研究は数多く見受けられる．都

市のコンパクト化に関する研究として，例えば牧野ら2)

は，コンパクトシティ政策が都市構造と交通環境負荷に

どの程度及ぼすかシミュレーションを行った．道路混雑

等の各交通手段毎の特性を考慮したモデルを構築し，郊

外店舗立地の有無のシナリオを設定した．その結果を基

に鉄道サービス向上政策と容積率規制緩和政策は都市面

積の縮小やエネルギー消費の削減および鉄道事業者の収

益などがコンパクトシティ政策に効果があると論じてい

る．また，中道ら3)は，既存のSLIM CITYモデルを改良

し，都市コンパクト化政策の評価を行っている．具体的

には，都市構造の変化や公共交通改善のシナリオを設定

し，都市全体における居住状況や交通行動などの変化を

分析している．その結果，都市コンパクト化政策ととも

に公共交通機関の改善が有効であると明らかにしている．

しかし，これらの多くの研究は，将来の1時点，あるい

は複数時点におけるコンパクト化政策導入の効果やコン

パクト化の観点から見た場合の望ましい都市構造ついて

空間的に論じたものがほとんどであり，ゾーンレベルで

中長期的に土地利用や交通行動の変化について分析して

いる研究は見当たらない．  

一方，動的モデルを用いた政策評価の研究として，

Pfaffenbichlerら4)は，長期的な都市計画戦略を評価するた

めのフレームワークを提案を目的とし，SPM（Sketch 

Planning Model）を用いて土地利用と交通の評価を行って

いる．そのモデルでは，公共交通の運行頻度向上や駐車

料金の改定などの政策を設定し，推計を行っている．そ

の結果，対象都市中心部周辺のゾーンの駐車料金を安価

にすることで，ゾーン人口の増加につながることがわか

った．さらに，公共交通の運行頻度向上により公共交通

分担率が高くなったことを明らかにしている．また，

Hanら5)は，都市間交通の開発におけるエネルギー利用と

CO2排出量の推移を動的に推計している．交通や土地利

用状況を考慮不可能な交通ネットワークを用いて，その

ネットワークの拡張や燃料税導入に関する政策を導入し

ている．その結果，それらの政策の導入により，燃料消

費量やCO2排出量を大幅に削減できることを明らかにし

ている．しかし，多くの動的モデルを用いた政策評価の

研究では，基準年に政策を導入し，その政策の効果を推

計する研究が多く，政策の導入時期の変化による効果を

推計する研究は少ない．また，空間的かつ動的に政策効

果を推計している研究も少ない． 

これに対して，MARSモデルを活用した研究として，

Pfaffenbichlerら6), 7), 8)は， MARSモデルを開発し，様々な都

市へ適用している．そのモデルに公共交通機関利用率の

増加を念頭に置いた政策を導入し，その時の交通手段別

割合を推計している．その結果，統計データと比較し，

開発したMARSモデルの妥当性が高いことを証明し，公

共交通利用率を年々増加させた場合の効果を時系列に推

計している．しかし，MARSモデルでは，時系列に変化

する土地利用や交通ネットワークには対応できていない． 

以上を踏まえ，本研究では，ゾーン単位での詳細なデ

ータを活用したMARSモデルを用いて，政策シナリオや

交通ネットワークを動的に導入，各ゾーン単位の交通行

動と居住地選択行動の変化を分析した． 

 

3. 研究方法 

 

(1) MARSモデルの概要および改良 

a) MARSモデルの概要 

MARSモデルは，都市．地域における立地と交通行動

の関係を動学的に構成しており，システムダイナミクス

理論に基づくシミュレーションソフト「Vensim」にて記

述されている．具体的には，図-1に示すように「交通サ

ブモデル」，「土地利用・居住モデル」，「土地利用・

職場モデル」の3つのサブモデルで構成されている．各

サブモデルは，居住と職場の空間分布，アクセシビリテ

ィ，地価及び利用可能な土地によって相互に結ばれてい

る．交通サブモデルはゾーンをさらに詳細に分割した単

位まで，土地利用サブモデルはゾーン単位での推計が可

能である． 

 

 

アクセシビリティ

地価及び利用可能な土地

土地利用・職場
サブモデル

土地利用・居住
サブモデル

交通サブモデル

居住の
空間分布

職場の
空間分布

 

 

図-1 MARSモデルの構造概要 

 

一方，MARSモデルには60個以上の入力データ9)が必
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要となる．大半のデータは，主に日本の多くの都市圏で

行われている国勢調査．PT調査の結果から用いること

ができる人口，トリップ数，車両登録台数，住宅数等で

ある．MARSモデルで特徴的な点は，発着地から駅．駐

車場までの平均歩行時間などアクセスやイグレスに関す

るデータを入力する点にある．アクセスおよびイグレス

データは交通サブモデルに含まれるトリップ発生モデル

においてトリップを推計するために用いられる．なお，

トリップは，仕事目的（HWH）トリップとその他目的

（HOH）トリップ別に推計される． 

交通手段選択モデルは式(1a)で表される．なお，式(1a)

の m

ijt と m

ijc は，本研究で考慮する道路ネットワークが変

化すると同時に変化する値である． 
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 ここで， m

ijT ：手段 m によるゾーン i からゾーン j ま

でのトリップ数，Pi：ゾーン i におけるトリップ発生率，

Aj：目的地ゾーン j の魅力度， m

ijt ：手段 m によるゾー

ン iからゾーン jまでの旅行時間， m

ijc ：手段mによるゾ

ーン i からゾーン j までのトリップあたりの旅行費用，

 m

ij

m

ij ctf , ：手段 mによるゾーン iからゾーン j までの

トリップの摩擦係数 

 

 また，交通モデルと土地利用モデルを結ぶアクセシビ

リティモデルは式(1b)で表される．このアクセシビリテ

ィのゾーンあたりの職場数の変化によって，式(1c)の居

住地選択行動に変化をあたえる．本研究では，式(1b)の

重み係数は既存のMARSモデルの値を用いている． 
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  ここで，  tAccm

j

WP ：T年における手段mによるゾ

ーンjから職場へのアクセシビリティ，  tN wp

j
：T年にお

けるゾーンjの職場数 

 

 一方，居住地選択モデルは式(1c)で表される． 
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 (1c) 

 ここで，  tN in

j
：T年におけるゾーンjに居住空間を必

要とする居住者数，  tAin

j
：T年におけるゾーンjに移住

する魅力度，   tZf in

j
：インピーダンスZによるT年に

おけるゾーンjへ移住する摩擦係数，  tShGrj
：T年にお

けるゾーンjの緑地割合，  tRD

j
：T年におけるゾーンjの

住居の月額家賃または住宅ローン（円），
ininininin edcba ,,,, ：パラメータ 

 

なお，式(1a)から式(1c)おいて，下線部に示した変数は

ゾーン単位で外生的に与えられる変数であり，ゾーン単

位でのデータが必要となる． 

 さらに，本研究で着目した式(1a)から式(1c)のモデルに

ついて，各変数の因果関係（因果ループ）を表したもの

を図-2に示す． 

 

旅行時間
（HOH）

旅行時間
（HWH）

1人あたりの
旅行時間

居住者数

トリップ
（HWH）

トリップ
発生率

（HWH）

従業者数

摩擦係数
（HWH）

旅行費用
（HWH）

魅力度
（HWH）

トリップ
（HOH）

トリップ
発生率
（HOH）

摩擦係数
（HOH）

旅行費用
（HOH）

魅力度
（HWH）

アクセシ
ビリティ 魅力度

家賃または
住宅ローン

：外生変数 ：他のサブモデルへのリンクとなる変数
：モデルの改良により直接影響する変数
：ゾーン単位の変数  

 

図-2 各モデルの因果ループ 

 

 図-2より，「1人あたりの旅行時間」および「トリッ

プ発生率（HWH）」は，MARSモデルに外生的に入力

される値であるため常に一定である．次に「アクセシビ

リティ」および「居住者数」は，交通サブモデルおよび

土地利用サブモデルを相互にリンクする働きをもつ変数

である．また，「旅行時間（HWH・HOH）」および

「旅行費用（HWH・HOH）」は，MARSモデルの改良

した際に直接影響する変数である．これらの変数は道路

ネットワークが変化と同時に値も変化する．モデル改良

の詳細は次節で説明する．最後に居住者数や従業者数な

どゾーン単位で表現される変数が存在する．その中でも，

居住者数，従業者数および家賃または住宅ローンは外生

的に与える変数である．一方，トリップや魅力度などの

変数は内生的に与えられる． 

 

b) MARSモデルの改良 

 本研究では，既存のMARSモデルに道路ネットワーク

と土地利用の変化を考慮するためにモデルの改良を行っ

た．具体的には，MARSモデル内の交通モデルでは，交

通需要予測の四段階推計法における配分交通量の計算が

行われていないため，複雑なネットワークを使用せずに，
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ゾーン間距離から与えられる単純ネットワークのみを用

いている．そこで，より現実に近いネットワーク上での

交通行動を表現するために，図-3に示すように交通需要

予測ソフトJICA STRADAを用いて，道路の車線数や旅

行時間を考慮した最短旅行時間経路のゾーン間距離（以

下，ゾーン間距離）を用いて，MARSモデルにて計算で

きるように改良を行った．この道路ネットワークは，市

街地中心部は県道レベル，郊外部は市道レベルまでの道

路ネットワークが表現されている．しかし，道路のみ表

現されているため自動車や二輪車の計算は可能であるが，

本研究では道路を走行しない鉄道やバスなどの公共交通

も計算するために新たにリンクとノードを追加し，公共

交通もこのネットワーク上で計算を可能とした．さらに，

道路ネットワークの変化を考慮するために，基準年から

10年後と20年後に道路ネットワークを変更できるように

モデルの改良を行った．（以下，本研究で用いる道路ネ

ットワークを交通ネットワークとする．） 

 

JICA STRADAよる実際の交通ネット
ワークを用いたゾーン間距離の計算
基準年から10年後および20年後に交
通ネットワークが変化

本研究で改良した点

MARSモデルのデータ入

力アプリケーションに
データを入力

MARSモデルを用いて政策を
導入した際の推計

ゾーン間距離

TOD政策の導入により、任意のゾー
ンごとに人口移住が可能

 

 

図-3 本研究におけるモデル改良の概要 

 

また，TOD政策の導入にあたり，既存のMARSモデル

ではゾーン単位での人口の移住割合を設定することはで

きないため，本研究では図-4で示すゾーン別に人口移住

の設定が可能になるようにモデルを改良した．そのため，

例えば，公共交通の通らないゾーンiから公共交通が通

るゾーンjに毎年ゾーンiからN人移住させたい時に既存

モデルを用いると全てのゾーンに同じ人数の人口が移住

することとなってしまう．図-4で示すように，Vensimモ

デルのIF THEN ELSE関数を用いることにより，TOD政

策導入の際にゾーン単位で人口の移住割合を設定できる． 

 

 

図-4 Vensimにおけるゾーン別移住モデル 

 

(2) データの活用 

3章で述べたようにMARSモデルには多くの入力デー

タが必要となる．そこで，新潟都市圏では過去3回

（1978年，1988年，2002年）PT調査が行われており，そ

の結果を入手し，MARSモデルに必要となるデータを準

備した．特に居住者数（人口）や雇用者数などは任意で

設定したゾーン単位での詳細なデータが必要となる．例

えば，居住者数と雇用者数のデータは，前半の10年間は

増加傾向であり，後半の10年間は減少傾向である．これ

らのデータをExcelをベース作成されたアプリケーショ

ンに入力を行うと，直接Vensimのモデル内にデータが入

力される． 

さらに，交通手段別に各ゾーン間距離，速度などのデ

ータも必要となるため，地理情報システム（以下，

GIS）を用いて作成した．また，図-5で示すようにGISを

用いて対象エリア内を38ゾーンに分割した．これらのゾ

ーンはPT調査を行う際に用いるゾーニングマップと新

潟市から発行されている都市計画図を基に作成した．具

体的には新潟市内35ゾーン，その他市町村を域外ゾーン

として3ゾーンの合計38個のゾーンを設定した．特に市

街地中心部は用途地域が複数種類あるため，ゾーンを詳

細に設定し，郊外の多くは1つの用途地域であるためPT

調査のゾーンマップと同様のゾーンに設定した．一方，

域外ゾーンは用途地域に関係せずに市町村境をゾーン境

界と設定した． 

 

(3) 対象都市の概要 

本研究では，図-5で示す新潟市を中心に隣接した市町

村で構成される新潟都市圏を対象とした．新潟中心部か

ら放射状に都市圏が広がり，郊外部に豊栄，新発田，新

津，内野といった小規模市街地が点在する．また，新潟

市では，将来市街地にバス高速輸送システム（以下，

BRT）の導入10)が計画されており，それに合わせてTOD

政策の実施が想定され，その場合，交通行動の変化と土
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地利用の変化を長期的に推計する必要であると考えられ

る．さらに，新潟都市圏では今後人口減少と高齢化が急

激に進行することが問題となっており，公共交通機関の

整備も必要と考えられる． 

 

：ゾーン境界5 km

 
 

図-5 新潟都市圏の位置 

 

現在の新潟都市圏の交通状況をPT調査の結果から分

析すると，全ての行動目的において自動車の非常に利用

が多く，交通手段分担率は自動車が約70％を占めており，

公共交通機関（鉄道およびバス）はわずか5.4％となっ

ている．特に都市圏南部の旧白根市周辺は公共交通空白

地帯であり，他の地域と比較して自動車利用が多い．ま

た，図-6に示すように人口は年々減少傾向にあるが，自

動車の登録台数は増加傾向にある．このことから，1人

あたりの自動車保有台数が増加しており，今後も自動車

交通の増加が懸念されている． 
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図-6 新潟都市圏の人口と自動車登録台数 

 

一方，土地利用は，市街地中心部や幹線道路沿線に住

宅・商業施設が集中しているものの住宅地は郊外まで拡

大し，決してコンパクトな土地利用とはなっていない．

また，多くの会社は新潟駅周辺を中心に広がっているた

め，他の地域から市街地中心部へ通勤するという状況と

なっている． 

 

(4) 政策シナリオの設定 

現在，新潟都市圏では，多くの人々が郊外から中心部

へ自動車や二輪車を利用して通勤・通学をしていること

から，自動車や二輪車から公共交通へ転換させるため，

本研究では都市のコンパクト化政策として，TOD政策を

導入するシナリオを設定した．具体的には，図-7に示す

ように黄色で塗りつぶされている郊外の鉄道が通らない

流出ゾーンから市街地中心部のJR線３路線（信越本線，

白新線，越後線）が通る集約ゾーンへ政策導入時から毎

年3％人口を集約させると仮定した． 

 

：ゾーン境界
：流出ゾーン
：集約ゾーン

JR越後線

JR信越本線

JR白新線

JR新潟駅

5 km

 

 

図-7 各ゾーン別における人口流出および集約 

 

その際，図-8に示すようにTOD政策をそれぞれ基準年

（2002年），2012年，2022年に導入することとし，それ

ぞれシナリオA，シナリオB，シナリオCとし，政策を導

入しないBAUシナリオとし，合計4シナリオを設定した．

さらに，TOD政策と併せて公共交通機関の運行頻度向上

政策を導入した．この政策は，新潟市内を走行するJR線

（信越本線，白新線，越後線）のピーク時間帯の15分か

ら7.5分，オフ・ピーク時間帯の20分から10分とし，バス

はのピーク時間帯の10分から5分，オフ・ピーク時間帯

の20分から10分と設定した．なお，公共交通機関の運行

頻度向上政策は，BAUシナリオを除き，全て基準年か

ら導入するとした．これは，矢部ら11)の研究によると，

高頻度な公共交通機関は，TOD政策を導入しなくとも公

共交通分担率を高水準で維持していることが明らかとな



 

 6 

っているからである． 

また，交通ネットワークについては，2012年，2022年

の10年おきに変化すると仮定した．交通ネットワークの

変化は，新潟市の道路方針12)を基に道路の新設および拡

幅を考慮した． 
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図-8 政策シナリオの簡略図 

 

4. 結果 

 

 本稿では「交通行動の変化」および「居住者選択行動

の変化」について計算結果を以下に示す．また，各項目

とも都市圏中心部（以下，中心部）および都市圏郊外部

（以下，郊外部）のデータをグラフに示した．なお，中

心部は集約ゾーン，郊外部は流出ゾーンとした．それぞ

れのゾーンの位置関係は前章の図-7に示す． 

 

(1) 交通行動の変化 

 交通行動の変化に関して，本稿では政策の導入による

中心部および郊外部の自動車（Car）と公共交通機関

（PT）の分担率に着目した．中心部の交通手段分担率

を図-9，郊外部の交通手段分担率を図-10に示す． 
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図-9 中心部の交通手段分担率 
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図-10 郊外部の交通手段分担率 

 

 この結果を見ると，中心部および郊外部ともに，

BAUシナリオよりもその他のシナリオにおける公共交

通機関の分担率が高くなっている．これは，公共交通機

関の運行頻度向上政策の効果が表れていると考えられる．

さらに，シナリオAからシナリオCまでの結果から，分

担率に大きな差が生じていないため，TOD政策が直接交

通手段分担率に影響していないことがわかる．また，中

心部および郊外部の自動車分担率が増加傾向である原因

として，図-6に示すように2002年から2013年まで自動車

登録台数が増加傾向であるため，上記の結果のように自

動車の分担率が増加したと考えられる． 

 

(2) 居住地選択行動の変化 

 居住地選択行動の変化に関して，本稿では居住者数の

変化に着目した．前節の交通行動と同様に中心部および

郊外部に区別し，中心部ゾーンの居住者数を図-11，郊

外部ゾーンの居住者数を図-12に示す． 
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図-11 中心部ゾーンの居住者数 
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図-12 郊外部ゾーンの居住者数 

 

 この結果を見ると，TOD政策の導入時期が早いほど中

心部ゾーンに居住者が多いことがわかる．しかし，中心

部ゾーンは全体的に減少傾向である．これは，中心部に

人口が年に3％集約するが，人口減少率が増加率を上回

っていることが考えられる．一方，郊外部ゾーンはTOD

政策の導入時期が早いほど居住者が少ないことがわかる．

しかし，郊外部ゾーンは全体的に増加傾向である．これ

は，人口は集約しているが，都市が拡大する傾向が影響

していると考えられる． 

 

5. おわりに 

 

本研究では，立地と交通行動の関係を動的に推計が可

能であるMARSモデルを新潟都市圏に適用し，TOD政策

を異なる時期で交通行動と居住地選択行動にどのような

変化が生じるか推計．分析をした．その結果，異なる政

策の導入によって，各項目に変化が表れた．交通行動は

公共交通機関の運行頻度向上政策による効果で公共交通

機関分担率が増えた．また，居住地選択行動については，

TOD政策の早期導入効果で中心部ゾーンでは居住者が減

少し，郊外部ゾーンでは増加した．  

これらのことから，各ゾーンの詳細データを用いるこ

とによって，都市全体の評価ではなく各ゾーン単位での

評価が可能であることがわかった．また，MARSモデル

の改良によりゾーン単位で交通ネットワークに変化が生

じた際にも推計が可能とした．一方，政策導入に関して，

本研究の結果からTOD政策を導入する際には公共交通機

関の運行頻度向上政策などソフト面の政策も同時に必要

であると考えられる．また，新潟都市圏では，中心部お

よび郊外部の交通ネットワークや土地利用が異なるため，

各ゾーンに対応できる柔軟な都市コンパクト化政策の検

討が必要である． 

今後の課題として，今回，自動車登録台数増加の影響

により，政策を導入した際も自動車分担率が増加する結

果となったため，TOD政策を導入した際に公共交通機関

分担率が増加するモデルの構築が必要となる． 
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